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全ピ§白--考え方＿の生亭は何＿見＿す
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KITAHAMA干
message 

今号のKITAHAMAプラスは、ヨ＿ロッパ・プラクティス・グループ(EPG) をご紹介いたします。

北浜法律事務所のEPGは、ヨーロッパという地域に着目して設立された、

日本の大手法律事務所における最初期のグループです。

欧州諸国における有力法律事務所との密接なパイプを持ち、

日本と欧州のクロスボーダー案件において、効率的な連携体制を整えています。

今号は一冊全て、欧州に関するハイレベルなリーガルサービスを提供している

EPGチームが執筆いたしました。

実績ある弁護士が語るEUの今と、これから。

ぜひごー読ください。

e 
弁護士法人北浜法律事務所代表

北浜グループ CEO

森本宏



国際標準で先行するEU

る
こ
と
が
不
可
欠
と
な
り
ま
す
。

様
々
な
外
国
直
接
投
資
審
査
規
制
を
考
慮
す

る
よ
う
に
す
る
た
め
に
、
対
象
国
に
お
け
る

ジ
ュ
ー
ル
を
策
定
し
そ
の
計
画
を
進
め
ら
れ

を
計
画
通
り
に
無
事
に
実
行
す
る
こ
と
に
関

て
、
欧
州
に
投
資
を
行
お
う
と
す
る
当
事
者

に
と
っ
て
、
各
国
の
規
制
を
理
解
し
、
取
引

す
る
リ
ス
ク
を
認
識
し
、
最
適
な
ス
ケ

求
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
し
た
が
っ

ぽ
す
外
国
投
資
に
対
し
て
、
政
府
の
承
認
が

常
に
重
要
な
産
業
や
イ
ン
フ
ラ
に
影
響
を
及

一
定
の
タ
イ
プ
の
外
国
投
資
、
と
り
わ
け
非

こ
れ
に
よ
り
、
今
後
、
多
く
の
E
U

諸
国
で

た
ち
の
自
慢
の
ひ
と
つ
で
す
。

ま
せ
ん
。
負
の
連
鎖
を
断
ち
切
る
こ
と
で
一

こ
れ
は
欧
州
の

2
7、

8

か
国
が
知
恵
を

絞
っ
て
議
論
を
尽
く
し
て
絞
り
だ
し
た
答
え

人
権
、
G
D
P
R

、
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
‘

を
要
求
さ
れ
る
場
面
も
多
く
な
り
ま
し
た
ね
。

欧
州
市
場
へ
の
外
国
直
接
投
資

と
思
っ
た
こ
と
で
し
ょ
う
。
し
か
し
そ
の
後
、

巡
っ
て
注
目
を
集
め
る
事
例
が
相
次
い
で
、

個
人
か
ら
い
つ
不
安
の
声
が
上
が
っ
て
も
お

ま
し
た
。

日
本
の
法
律
も
G
D
P
R

を
強
く

意
識
し
て
改
正
を
重
ね
て
お
り
、
ギ
ャ
ッ
プ

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
、

S
D
G
S

な
ど
、
最

ン
ス
を
含
む
多
く
の

E
U

加
盟
国
レ
ベ
ル
で

設
け
ら
れ
、

直
接
投
資
審
査
規
制
を
導
人
し
ま
し
た
。
そ

の
後
、

会
は
、

あ
る
い
は
強
化
さ
れ
て
い
ま
す
。

2
0
2
0

年
3

月
に
は
、
欧
州
委
員

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
蔓
延
に
よ
る
公
衆

本
格
的
な
審
査
の
仕
組
み
を
定
め
る
よ
う
求

ガ
イ
ダ
ン
ス
を
発
布
し
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、

外
国
直
接
投
資
審
査
を
開
始
し
ま
し
た
。

し
か
し
今
や
、
グ
ル
ー
プ
会
社
、
取
引
先
や

に
つ
い
て
、
よ
り
厳
密
に
審
査
す
る
制
度
が

E
U

諸
国
は
、
国
家
レ
ベ
ル
に
お
け
る
当
該

し
て
い
な
い
と
い
え
れ
ば
足
り
た
で
し
ょ
う
。

ジ
ェ
リ
ー

じ
で
す
。
以
前
な
ら
、
自
社
が
違
法
行
為
を

め
、
E
u

メ
ン
バ
ー
諸
国
に
対
し
て
公
的
な

人
権
デ
ュ
ー
デ
リ
ジ
ェ
ン
ス
も
発
想
は
同

の
直
接
投
資
に
つ
い
て
、
事
前
事
後
の
審
査

そ
れ
が

G
D
P
R

と
い
う
わ
け
で
す
。

と
で
す
ね
。
と
こ
ろ
で
最
近
は
、
外
国
か
ら

外
国
投
資
審
査
を
強
力
に
推
進
す
る
た
め
に

東京事務所 TEL 03-5219-5151 

福岡事務所 TEL 092-263-9990 

大阪事務所 TEL 06-6202-1088 

https://www. kitahama.o『.jp/

害
し
て
い
な
い
か
チ
ェ
ッ
ク
を
求
め
ら
れ
る

S
D
G
S

は
全
て
繋
が
っ
て
い
る
と
い
う
こ

弱
体
化
す
る
時
期
に
お
い
て
も
E
u

全
体
の

ど
こ
ろ
か
、
取
引
先
や
グ
ル
ー
プ
会
社
が
侵

中

衛
生
の
危
機
及
び
こ
れ
に
関
連
し
て
経
済
が

を
自
己
点
検
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
、
そ
れ

あ
る
こ
と
に
も
注
目
し
た
い
と
こ
ろ
で
す
。

襲

常
に
他
人
の
人
権
を
侵
害
し
て
い
な
い
こ
と

で
あ
り
、
軽
々
に
変
え
ら
れ
な
い
普
逼
性
が

ヨーロッパ・プラクティスグループは、長年にわたり、欧州案件の実務経験を積み重ね、

実績を積んでいます。案件に応じて最適な欧州圏の弁護士等と協慟し、クロスボー

ダー・ピジネスを力強く支えます。どんなことでもお気軽にお問い合わせください。

人
情
報
を
取
り
扱
う
者
は
、
官
民
問
わ
ず
、

個
人
情
報
を
基
本
的
人
権
と
位
置
付
け
、
個

審
査
す
る
枠
組
み
を
設
け
る
た
め
に
、
外
国

な
危
機
感
の
流
れ
の
中
か
ら
で
す
。

E
U

は

う
、
と
い
う
わ
け
で
す
。

性
の
あ
る
E
u

以
外
の
諸
国
か
ら
の
投
資
を

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

G
D
P
R

が
生
ま
れ
た
の
も
、
こ
の
よ
う

気
に
サ
ス
テ
イ
ナ
ブ
ル
な
社
会
に
し
て
い

安
全
及
び
社
会
秩
序
に
影
響
を
及
ぼ
す
可
能

い
て
、
円
滑
か
つ
効
果
的
な
方
法
で
支
援
す

ま
せ
ん
。

す
な
わ
ち

E
u

で
は
、
2
0
1
9

年
3

月
、

依
頼
者
に
対
し
て
、
様
々
な
国
の
取
引
に
つ

持
続
可
能
な
世
界
を
実
現
で
き
る
か
も
し
れ

チ
ェ
ッ
ク
し
、
責
任
を
持
た
な
け
れ
ば
な
り

囲
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
有
し
て
い
ま
す
の
で

ス
ト
ッ
プ
で
き
れ
ば
、
環
境
破
壊
も
止
ま
り

関
わ
っ
て
い
な
い
こ
と
を
恒
常
的
に
相
互

律
事
務
所
及
び
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
の
広
範

の
考
え
方
で
は
守
り
き
れ
ま
せ
ん
。
搾
取
を

顧
客
な
ど
、
自
分
と
連
な
る
誰
も
が
搾
取
に

E
u

レ
ベ
ル
の
み
な
ら
ず
、
ド
イ
ツ
、
フ
ラ

我
々
E
P
G

は
、
緊
密
に
連
携
し
あ
う
法

人権、

サステナビリティ
全てが繋がってし
早
く
も
3

年
が
経
過
し
た
G
D
P
R

で
す
が

は
容
易
に
そ
う
と
気
づ
か
な
い
た
め
、
従
米

中

2
0
1
8

年
5

月

2
5日
の
施
行
か
ら

し
ょ
う
。

G
D
P
R

だ
け
で
な
く
、
人
権
や

は
巧
妙
で
わ
か
り
に
く
く
、
搾
取
さ
れ
る
側

P
R

は
い
か
が
で
し
ょ
う
か

後
も
E
u

の
影
響
を
強
く
受
け
続
け
る
で

方
も
変
わ
り
つ
つ
あ
り
ま
す
。
現
代
の
搾
取

少
し
探
っ
て
み
ま
し
ょ
う
。
た
と
え
ば
G
D

日
本
の
個
人
情
報
保
護
分
野
の
実
務
は
、
今

が
問
題
に
な
っ
て
い
る
昨
今
、
人
権
の
在
り

目
さ
れ
て
い
る
欧
州
で
す
が
そ
の
秘
密
を

を
埋
め
る
努
力
が
続
け
ら
れ
て
い
ま
す
の
で

大
グ
ル
ー
プ
企
業
の
E
xp
l
oi
tat
ion

(
搾
取
）

昨
今
、
法
的
分
野
で
も
そ
の
重
要
性
が
注

を
守
る
の
が
人
権
で
す
が
、
国
で
は
な
い
巨

GDPR、

権
」
が
あ
り
ま
す
。
元
々
国
家
権
力
か
ら
人

そ
の
他
の
専
門
家
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
も
私

か
し
く
な
い
よ
う
に
風
向
き
が
変
わ
っ
て
き

例
え
ば
、
S
D
G
S

の
ベ
ー
ス
に
は
「
人

れ
る
よ
う
に
培
っ
て
き
た
、
法
律
事
務
所
や

繋
が
っ
て
い
る
と
思
い
ま
す
。

だ
い
て
い
ま
す

一
ー
ズ
に
幅
広
く
応
え
ら

め
て
い
ま
す
。
実
は
こ
れ
ら
の
理
念
は
全
て

い
た
ア
ド
バ
イ
ス
は
、
大
変
ご
好
評
を
い
た

日
本
で
は
個
人
情
報
の
利
活
用
や
流
出
を

s
G

投
資
が
重
視
さ
れ
、
真
価
を
発
揮
し
始

文
化
的
背
景
へ
の
深
い
理
解
と
経
験
に
根
付

負
担
で
し
か
な
い
か
も
し
れ
ま
せ
ん
が
、

E

必
要
な
専
門
知
識
、
語
学
力
だ
け
で
な
く

を
認
定
し
、
多
く
の
企
業
は
、
「
や
れ
や
れ
」

は
、
E
U

発
信
の
ル
ー
ル
の
国
際
標
準
化
も

り
、
欧
州
関
連
の
案
件
で
の
依
頼
者
支
援
に

1

月
に
は
、

H

本
と
E
u

が
相
互
に
十
分
性

生
田
確
か
に
多
く
の
日
本
企
業
に
と
っ
て

ゆ
か
り
の
深
い
多
彩
な
人
材
が
在
籍
し
て
お

大
な
影
響
を
与
え
て
い
ま
す
。
2
0
1
9

年

執
務
経
験
を
有
す
る
弁
護
士
な
ど
、
欧
州
に

ヽ

国
籍
を
有
す
る
米
国
弁
護
士
、
欧
州
域
内
で

実
務
経
験
あ
る
フ
ラ
ン
ス
資
格
を
有
す
る
日

本
人
弁
護
士
、
ス
イ
ス
育
ち
で
ド
イ
ツ
で
の

ヽ

SDGsｷ 
る

一
ー
ズ
に
も
対
応
し
て
い
ま
す
。
チ
ェ
コ
の

な゚
く
、
欧
州
系
依
頼
者
の
イ
ン
バ
ウ
ン
ド

ア
ウ
ト
バ
ウ
ン
ド
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
だ
け
で

に
誕
生
し
た
の
で
す
が

日
本
の
依
頼
者
の

な
リ
ー
ガ
ル
ア
ド
バ
イ
ス
を
提
供
す
る
た
め

す
る
ハ
イ
レ
ベ
ル
で
効
率
的
、
か
つ
効
果
的

.. 

P
G
I
I
は
、
E
u

そ
の
他
の
欧
州
諸
国
に
関

ク
テ
ィ
ス
・
グ
ル
ー
プ
。
ク

E
P
G
“
)。
ょ

E

プ
を
擁
し
て
い
ま
す
（
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
・
プ
ラ

フ
ォ
ー
カ
ス
し
た
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
・
グ
ル
ー

法
律
事
務
所
と
し
て
は
珍
し
く
欧
州
地
域
に

ジ
ェ
リ
ー
北
浜
法
律
事
務
所
は
、
日
本
の

日
本
の
個
人
情
報
保
護
法
制
や
実
務
に
も
多

近
は
欧
州
発
信
の
理
念
や
活
動
が
活
発
化
し

て
い
る
印
象
が
あ
り
ま
す
ね
。



こ
れ
を
、
中
小
企
業
を
含
む
ほ
ぼ
全
て
の
上

て
、
2
0
1
4

年
に
施
行
さ
れ
た
非
財
務
情

報
開
示
指
令

(
N
F
R
D
)を
強
化
す
る
改

正
案
（
企
業
持
続
可
能
性
開
示
指
令
／

c
s

で
は
、
開
示
義
務
の
対
象
と
な
る
の
は
従
業

員
が
5
0
0

名
を
超
え
る
上
場
企
業
等
に
限

定
さ
れ
て
い
る
の
に
対
し
、
改
正
案
で
は
、

場
企
業
に
広
げ
る
ほ
か
、
非
上
場
企
業
で
あ

っ
て
も
、
①
貸
借
対
照
表
の
合
計
額
が2
0
0

0

万
ユ
ー
ロ
以
上
、
②
純
売
上
高
が
4
0
0
0

万
ユ
ー
ロ
以
上
、
③
年
間
の
平
均
従
業
員
数
が

あ
り
ま
す
。

施
行
に
向
け
た
準
備
を
進
め
て
い
く
必
要
が

定
さ
れ
る
た
め
、
状
況
を
注
視
し
な
が
ら

R
D

案
）
を
発
表
し
ま
し
た
。
現
行
ル
ー
ル

点
を
有
す
る
日
本
企
業
の
中
に
は
開
示
義
務

の
対
象
と
な
る
企
業
も
出
て
く
る
こ
と
も
想

か
ら
の
施
行
を
目
指
し
て
お
り
、
欧
州
に
拠

2
0
2
4

年

(
2
0
2
3年
会
計
年
度
分
）

欧
州
委
員
会
は
、
前
記
の
改
正
案
に
つ
い
て

と
を
公
表
し
て
い
ま
す
。

を
段
階
的
に
企
業
等
に
対
し
義
務
付
け
る

国
政
府
も
、
気
候
変
動
に
関
す
る
情
報
開
示

見
直
し
が
行
わ
れ
る
予
定
で
す
。
な
お
、
英

E
s
G

に
関
す
る
情
報
開
示
ル
ー
ル
に
つ
い

開
示
対
象
と
な
る
情
報
の
内
容
に
つ
い
て
も

1

年
4

月
、
欧
州
委
員
会
は
、
企
業
に
よ
る

れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
新
指
令
の
下
で
は

取
り
組
み
が
広
が
っ
て
い
ま
す
が

2
0
2

0

社
か
ら
約
5

万
社
に
増
加
す
る
と
見
込
ま

日
本
企
業

へ
の
影
響

な
ど
、
持
続
可
能
な
社
会
を
つ
く
る
た
め
の

り
、
対
象
企
業
数
は
現
在
の
約
1

ガ
7
0
0

統
治
）
やS
D
G
S

（
持
続
可
能
な
開
発
目
標
）

す
企
業
に
拡
大
す
る
こ
と
が
予
定
さ
れ
て
お

世
界
的
に
、
E
s
G

（
環
境
・
社
会
・
企
業

2
5
0

人
以
上
の
う
ち
、
2

つ
以
上
を
満
た

y
 

い
る
す
つ
え
ま
一

に
考
い
—

題
に
て

問
剣
き

境
頁
て

墳
が
知

ゃ
A

こ
：
゜

E
s
G

情
報
開
示
ル
ー
ル
の
強
化
と

欧
州
に
お
け
る

川田由貴弁護士
京都大学法学部卒。労働審判や訴訟対応を含む労務

関係の案件全般、M&A、企業法務、紛争解決、家事事

件、独禁法関係の案件などを主に取り扱っており、国

内案件のみならず、渉外案件についても担当し実綾を

積んでいる。また｀外資系製薬会社法務部に1年2ヶ月
の出向経験を有しており、常にクライアントのニーズ

を的確に理解した上でのアドバイスを心がけている。

対
象
企
業
が
大
幅
に
拡
大

゜

Yuki Kawata 

Profile 

誠
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ビジネスパーソンの休憩時間

ネットボールをご存知ですか？

急
屋嘉まりあ弁護士の

イギリスの小学校に通っていた際、私はネットボールというスポー

ツに熱中していました。ネットボールは、イギリスでバスケット

ボールを女性向けに改良したことで誕生したスポーツで、バスケ

との大きな違いはドリプルが禁止であることです。また、各ポジ

ションがコートの決められたエリア内でしかプレーできないた

め、チーム内の連携が必須で、相手との駆け引きも大きな魅力で

す。イギリス発祥のテニスやラグビーのように、いつかネットボー

ルも広まる日が来ないかなと思い続けています。

屋嘉まりあ弁護士
Maria Vaka 

• 
法務 Troubleshooti ng

EUにおける

「サプライチェーンと人権」のこれから

ビジネスと人権に関する国連指導原則の採択、英国現代奴隷法の成立をはじめ、 2010年代は「サプラ
..................................... 

イチェーンと人権」が注目されてきました。 2020年代、 EUは人権デューデリジェンス（自社のサプライ

チェーンの中に児童労働、強制労働、長時間労働、雇用差別等の人権侵害が行われていないかを監杏

すること、以下「人権DD」といいます。）を義務化する流れにあり、企業の責任はいっそう璽大なものと

なります。

近時、ドイツは、泄界に先駆けて人権DDを義務化しました。人権や環境に関連するリスク管理体制を確立

オススメ
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............................................................................... 

すること、定期的なリスク分析を実施すること、具体的なリスクが確認された場合に是正措置を講じること
........................................................................... 

等を義務化する法律が2021年6月 25 日に成立し (2023年1月 1 日発効予定）、ドイツ法人はもちろん、ドイツ
................................................................................................................ 

に支店を置く一定の外国会社も対象です。 EU も、 2021年3月 10日、欧州議会が欧州委員会に対し人権DD
........................................................................... 

の法制化を決議しており、これに基づく EU指令が、 2022年～23年には施行される見込みです。
................................................................................................................ 

人権DDは「義務だから」やるという消極的なものではなく、企業の調達上のリスク排除や、持続的な成
................................................................................................................ 

長に資するものです。グローバルに展開する企業は、間接的であっても労働搾取の上に成り立つべきで
............................................................................... 

ない時代であることを自覚し、自社の企業価値を高めるべく、積極的に人権DDに取り組むことが期待

されます。
........................................................................................................... 

H 本でも、遠くない将米、人権DDが義務化される日が米るかもしれません。既に人権DDを根付かせる
................................................................................................................ 

べく、日弁連による「人権デューデリジェンスのためのガイダンス（手引き）」（2015年1月）、政府による
................................................................................................................ 

「『ビジネスと人権Jに関する行動計画 (2020-2025) 」 (2020年10月）等が公表されており、日本
................................................................................................................ 

企業の中にも、人権DDに取り組み、情報をウェブ上で公表する企業は増加しています。 ¥
 

細井南見弁護士 Minami Hosoi 

専門分野は、コーポレート／紛争案件。知的財産・IT ・デー

タプロテクション案件にも力を入れている。特に、データプ

ロテクションに関しては、2018年5月にGDPR(EU一般デー
タ保護規則）が施行されたことにより、現在多くの日本企業

が個人情報保護体制の見直しを迫られているため、ヨー

ロッパ・プラクティスチームの一員として、適切な体制づくり
のサポートをしている。
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